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気候変動による水資源への影響評価と適応策に関する研究

本研究では、水資源分野におけるボトムアップ型モデルとトップダウン型モデルを開発し、比較・評価並びに統合化することで、温暖化とそれ

 

に対する適応策の評価を高精度化することを目的とする。そのため、水源２、水利用２の合計４つのサブグループが、ボトムアップ型モデルの高

 

精度化を進めるとともに、専らトップダウン型モデルを開発するサブグループを１つ設けることとする。
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①水循環評価：全国の一級河川、濁質が問題になると考えられるダムの上流部。②水源における水質影響：水道水源となっているダム。③小規模水供給シス

 

テムへの影響：人口５万人未満の水道事業体、簡易水道、島嶼部。④大都市における水道への影響：

 

万人以上の都市。⑤トップダウン型モデル：全国

【まとめと今後の展開】
①-1

 

水文・水質・土砂生産量の変化といった水利用・水災害に直結する項目につ

 

いて、特に、日本の異なる地域を対象として、定量的に、その精度も含めて

 

明らかにした。
①-2

 

水循環の予測に、土砂生産量を含め、濁度を予測した。この手法を用い、今

 

後、濁度の出やすいダムを選んで、地質との関連を含め、ダム上流での土砂

 

発生とダムの濁度の予測を組み合わせる。

②

 

ダム貯水池の水理諸元である回転率（水の交換率）に応じて、藻類増殖に

 

よる水質悪化の可能性が示唆された。

③-1

 

渇水年が複数年続く場合、沖縄本島用水供給の水供給がひっ迫する可能性が

 

あることがわかった。
③-2

 

今後は、水源ごとにエネルギー消費量に大きな差があるため、シミュレー

 

ションの際には、水量のみでなく、エネルギー消費についても考慮する。

④

 

全国の都市水道を対象に、気候変動に関連した水利用者の被害原単位、水

 

道システムの脆弱性、長期の水質変動等についての評価を継続して行う。

⑤

 

地域特性に応じたモデル開発のための業務指標や社会経済状況、水源の状

 

況のデータを今後も収集し、事業体の類型分けをする。

①水循環評価に関する研究
国立大学法人東京大学生産技術研究所

斜面崩壊による土砂生産量を50m格子で算定
河床変動量の検証結果

河川での土砂移動に伴う河床変動量を縦断的に算定 ダム及び河川における濁度の長期再現計算結果

(Mouri

 

et al., 2011)

●濁度に着目した土砂動態モデルの開発

水循環の予測に、土砂

 

生産量を含め、濁度を

 

予測する。ダム上流で

 

の土砂発生とダムの濁

 

度の予測を組み合わせ

 

て、気候変動による濁

 

度の変化がダム及び取

 

水施設等へ与える影響

 

評価を進めている。

水資源への

 

気候変動へ

の影響評価

 

に繋げる

②水源における水質影響評価
国立大学法人東北大学
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ダム貯水池＝我が国の水道で使用比率が最大の水源
閉鎖性水域の特性から懸念される，水温構造の変化とそれによる藻類増殖への影響

1)全国の多目的ダムから，異なる条件（貯水容量，滞留時間，地域）のダムを選定
2)水温成層の数値シミュレーションを実施（現況，将来）
3)水温成層条件と藻類増殖の関連に着目した評価

水温計算結果の例

※表層水温勾配（アオコ発生
の指標)を用いた整理．

貯水池特性と水温環境の変化
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④大都市における水道への影響評価に関する研究
国立保健医療科学院

•産業連関表や工業統計表等を活

 

用し、都道府県別の渇水、洪水

 

による水利用者の被害原単位を

 

算出

•業務指標を活用し、大都市の水

 

道システムの気候変動等のイベ

 

ントに対する脆弱性を評価

•長期に亘る、大都市の水道水質

 

等のトレンドを解析し、気候変

 

動による影響を評価

渇水、洪水の被害事例

生活用被害原単位
（全国一律）

業務営業被害原単位
（都道府県別産業連関表）

都道府県別社会的被害原単位

工場用被害原単位
（都道府県別工業統計表）

水利用による社会被害原単位の算出フロー

都道府県別工場用用水被害原単位額
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工場用用水被害額

 

原単位(千円/m3)

⑤影響評価のためのトップダウン型モデルの開発
東洋大学

事業体・自治体の類型分け／

 

定量的な被害算定方法

自治体ごとの特性データ

事業体・自治体の特徴付け

 

とマッピング

水質関連、水源に

 

関わる項目

高齢人口率、高齢独居世帯率

 

など人口・経済関連データか

 

ら関連性の高いデータの抽出
水源余裕率、給水拠点密

 

度、給水原価、地下水率

 

など、業務指標から連性

 

が高い指標の抽出

水道事業体の業務に

 

関わる指標

③小規模水供給システムへの影響評価
国立大学法人東京大学

降雨データ：3年少雨-5年少雨-3年少雨の組み合わせ(過去

 

降雨データと2100年シミュレーション降雨データ)
人口135万人、観光客500万人の時のシミュレーション

小規模水道は、気候変動への適応力が弱く影響がより顕著。特に島嶼部は代替水源に乏しい。
沖縄本島用水供給を例とし、予測降雨量に対して水の需給をシミュレーション
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